
決算報告書

令和3年度

自　令和３年４月 １ 日

至　令和４年３月３１日



（単位；百万円）

区分

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

　収入

運営費交付金 548 563 15 1,170 1,155 △15 165 157 △8 123 112 △11 38 38 0 924 943 19 2,971 2,971 0

自己収入 609 796 187 504 611 107 106 51 △55 45 25 △20 16 16 0 3 2 △1 1,285 1,503 218

事業収入 0 0 0 397 404 7 5 15 10 (注10) 28 16 △12 (注14) 0 0 0 0 0 0 431 436 5

外部資金研究費等 519 704 185 (注1) 106 205 99 (注5) 101 35 △66 (注11) 16 8 △8 (注15) 15 15 0 0 0 0 759 969 210

財産運用収入 90 87 △3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 90 87 △3

その他 0 4 4 (注2) 0 1 1 (注6) 0 0 0 0 0 0 1 0 △1 (注18) 3 2 △1 (注21) 4 9 5

積立取崩 0 20 20 (注3) 0 170 170 (注7) 0 9 9 (注12) 0 12 12 (注16) 0 0 0 0 19 19 (注22) 0 231 231

　計 1,158 1,379 221 1,675 1,936 261 272 218 △54 168 150 △18 55 55 0 928 965 37 4,257 4,705 448

　支出

業務費 1,169 1,346 177 1,593 1,858 265 340 284 △56 168 151 △17 58 48 △10 0 0 0 3,330 3,688 358

技術研究経費 313 344 31 648 913 265 (注8) 118 119 1 60 56 △4 39 32 △7 (注19) 0 0 0 1,180 1,466 286

人件費 337 332 △5 838 856 18 120 120 0 91 85 △6 3 1 △2 (注20) 0 0 0 1,390 1,396 6

外部資金研究経費等 519 668 149 (注4) 106 88 △18 (注9) 101 44 △57 (注13) 16 9 △7 (注17) 15 14 △1 0 0 0 759 825 66

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 690 737 47 690 737 47

人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 475 509 34 475 509 34

維持運営費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 214 228 14 214 228 14

施設整備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 236 234 △2 236 234 △2

　計 1,169 1,346 177 1,593 1,858 265 340 284 △56 168 151 △17 58 48 △10 926 971 45 4,257 4,660 403

収入-支出 △11 32 43 82 78 △4 △68 △66 2 0 0 0 △3 7 10 2 △6 △8 0 45 45

　本表は、当法人の予算の区分に従い、決算額（予算執行実績）から当初予算額を差し引き差異の説明をしています。従って、財務諸表とは科目表示や算定条件が相違しています。

  百万円未満を切り捨てしているため、端数が合わないことがあります。

雑収入の増加によるもの

(注22) 目的積立金の取り崩しによるもの

(注4)

(注5)

(注6)

(注10)

(注11)

(注12)

(注7)

(注8)

(注9)

補助金収入の減少によるもの

目的積立金の取り崩しによるもの

(注13)

(注14)

(注15)

(注3)

令和３年度　決算報告書

研究開発 技術支援 事業化支援 人材育成 連携交流 法人共通 合計

【注記】

(注1)

(注2)

(注21)

注11で示した理由に伴い、外部研究経費が減少したことによるもの

受講料収入の減少によるもの

受託研究収入の減少によるもの

目的積立金の取り崩しによるもの

注15で示した理由に伴い、外部資金研究経費が減少したことによるもの

雑収入の増加によるもの

技術研究経費が減少したことによるもの

人件費の減少によるもの

雑収入の減少によるもの

(注16)

(注17)

(注18)

(注19)

(注20)

目的積立金の取り崩しによるもの

注7で示した理由に伴い、技術研究経費が増加したことによるもの

外部資金研究経費の減少によるもの

研究成果利用等収入の増加によるもの

国庫補助金収入、受託研究収入の増加によるもの

雑収入の増加によるもの

目的積立金の取り崩しによるもの

注1で示した理由に伴い、外部資金研究費が増加したことによるもの

受託研究収入等の増加によるもの




